
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　

　
答
え
る
義
務
が
あ
り
ま
す
。

　
「
統
計
法
」
及
び
「
国
勢
調
査
令
」
に

お
い
て
答
え
る
義
務
に
つ
い
て
規
定
し
て

い
ま
す
。

　　
最
近
、
世
帯
を
対
象
と
し
た
統
計
調
査

に
お
い
て
、「
か
た
り
調
査
」
が
発
生
し
て

い
ま
す
。

　
「
か
た
り
調
査
」
と
は
、
国
勢
調
査
等
、

行
政
機
関
が
行
う
統
計
調
査
で
あ
る
か
の

よ
う
な
、
紛
ら
わ
し
い
表
示
や
説
明
を
し

て
、
世
帯
等
か
ら
個
人
情
報
等
を
詐
取
す

る
行
為
の
こ
と
で
す
。「
か
た
り
調
査
」

は
、
統
計
調
査
の
実
施
を
妨
げ
る
だ
け
で

な
く
、
詐
欺
や
そ
の
他
の
犯
罪
に
も
つ
な

が
り
か
ね
な
い
の
で
、
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

　　
な
お
、
市
で
は
、
調
査
の
実
施
に
際
し
、

効
果
的
な
調
査
実
施
体
制
を
整
え
、
調
査

の
万
全
を
期
す
る
た
め
、
平
成
27
年
４
月

１
日
「
平
成
27
年
国
勢
調
査
北
秋
田
市
実

施
本
部
」
を
設
置
し
ま
し
た
。

◎
お
問
い
合
わ
せ

　
国
勢
調
査
北
秋
田
市
実
施
本
部

　
（
総
合
政
策
課
内
）☎
62
‐
６
６
０
６
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調
査
の
内
容
は
？

質
問
に
答
え
る
義
務
は
あ
る
の
？

統
計
調
査
を
装
っ
た
「
か
た
り

調
査
」
に
注
意
を
！

使
用
目
的
は
？（参加無料）

国　勢　調　査介護保険制度の改正

今
年
は
国
勢
調
査
の
年
で
す

今
年
は
国
勢
調
査
の
年
で
す

日
本
の
最
も
重
要
な
統
計
調
査
で
す

日
本
の
最
も
重
要
な
統
計
調
査
で
す

●
住
民
記
録
と
は
関
係
な
く
、
10
月
１
日
現
在
、
普
段
住
ん
で
い

　
る
場
所
で
、
調
査
票
に
記
入
し
て
い
た
だ
き
ま
す
。

●
国
勢
調
査
は
日
本
に
住
ん
で
い
る
全
て
の
人
（
外
国
人
を
含
む
）

　

が
対
象
で
、
回
答
が
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

●
調
査
員
が
皆
さ
ん
の
お
宅
へ
、
調
査
票
の
配
布
・
受
け
取
り
に

　
う
か
が
い
ま
す
。
郵
送
提
出
も
で
き
ま
す
。

●
今
回
の
国
勢
調
査
か
ら
、
パ
ソ
コ
ン
・
タ
ブ
レ
ッ
ト
・
ス
マ
ー

　
ト
フ
ォ
ン
か
ら
も
ご
回
答
い
た
だ
け
ま
す
。

●
国
勢
調
査
は
未
来
の
羅
針
盤
と
し
て
、
私
た
ち
の
生
活
に
い
か

　
さ
れ
ま
す
。

●
国
勢
調
査
調
査
員
を
は
じ
め
と
す
る
調
査
関
係
者
に
は
、
守
秘

　
義
務
が
あ
り
、
調
査
内
容
の
秘
密
は
保
護
さ
れ
ま
す
。

国
勢
調
査
っ
て
何
？

　
統
計
法
に
基
づ
い
て
実
施
さ
れ
、
日
本

の
人
口
と
世
帯
の
実
態
を
把
握
す
る
国
の

最
も
基
本
的
で
重
要
な
統
計
調
査
で
す
。

　

１
回
目
は
大
正
９
年
。
以
来
ほ
ぼ
５
年

ご
と
に
行
わ
れ
て
お
り
、
今
回
の
調
査
は

20
回
目
に
あ
た
り
ま
す
。

　
少
子
・
高
齢
化
対
策
、
雇
用
対
策
、
将

来
推
計
人
口
の
基
礎
資
料
な
ど
、
私
た
ち

の
暮
ら
し
の
さ
ま
ざ
ま
な
分
野
で
役
立
て

ら
れ
る
基
礎
デ
ー
タ
に
な
り
ま
す
。

　
今
回
の
調
査
は
、
東
日
本
大
震
災
後
、

初
め
て
の
全
数
調
査
（
全
て
の
人
が
対
象

と
な
る
調
査
）
で
あ
り
、
回
答
い
た
だ
い

た
情
報
は
、
震
災
の
影
響
に
よ
る
人
口
移

動
等
を
把
握
し
、
今
後
の
復
興
計
画
の
策

定
や
復
興
状
況
の
評
価
に
利
用
さ
れ
ま
す
。

　
ま
た
、
よ
り
便
利
に
簡
単
に
調
査
へ
の

回
答
が
で
き
る
よ
う
、
こ
れ
ま
で
の
紙
の

調
査
票
だ
け
で
は
な
く
、
パ
ソ
コ
ン
・
ス

マ
ー
ト
フ
ォ
ン
・
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
か
ら

24
時
間
い
つ
で
も
回
答
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。

　　
国
勢
調
査
は
全
数
調
査
で
す
の
で
、
複

雑
な
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　
「
男
女
の
別
」「
出
生
の
年
月
」「
就
業
状

態
」「
世
帯
員
の
数
」「
住
宅
の
種
類
」
な
ど

17
項
目
を
調
べ
ま
す
。

い
つ
か
ら
は
じ
ま
っ
た
の
？

◎お問い合わせ　高齢福祉課介護保険係　☎６２‐１１１２

　①負担割合が変わります

　高齢化が進む中で制度を維持していくため、費用負担の公平化を図るとと
もに、在宅医療と介護の連携や、認知症の方が地域で暮らし続けられるよう
にするための施策も進めます。
　このたびの制度改正にご理解をお願いします。

　介護保険サービスの利用者負担割合は一律１割でしたが、一定以上所得のある65歳以上の方について利用者
負担割合が２割に変更となります。

　②高額介護サービス費の限度額の一部が変更となります

　　所得の高い現役並み所得相当の方がいる世帯は、負担の限度額が37,200円 （月額）から 44,400円（月額）
に引き上げられます。

　③食費・居住費の負担軽減の基準が変わります
　施設入所等にかかる費用のうち、食費・居住費については、原則本人の自己負担となりますが、低所得の方（住
民税非課税世帯）は、申請によりその食費・居住費の負担を軽減する補足給付があります。

　この補足給付について、次のとおり支給対象者の条件が変わります。
　 ▽住民票上世帯が異なる（世帯分離している）配偶者（夫・妻）の所得及び預貯金等も勘案されます。
　 ▽預貯金など（現金、有価証券なども含む）が、配偶者がいない方は1,000万円以下、配偶者がいる方は合計
　　2,000万円以下であることが要件に加わります。

市役所への申請の際に、通帳の写しなどの提出が必要になります。
ご不明な点は、介護保険担当にお問い合わせください。

 対象者… 合計所得金額が160万円以上（年金収入のみの場合は年収280万円以上）の方
　※ただし、同一世帯に65歳以上の方が２人以上いる場合、その方たちの「年金収入とその他の合計所得金額」
の合計額が、346万円未満の場合は１割負担になります。
　※要介護認定を受けている方全員に負担割合が記載された「介護保険負担割合証」を送付しますので、介護サー
ビスを利用するとき、被保険者証とあわせてサービス事業者や施設に提出してください。

　高額介護サービス費の限度額…同じ月に利用した介護サービス利用者の負担が限度額を超えたとき、申請
によりその超えた分が高額介護サービス費として後から支給されます。

 対象世帯… 住民税の課税所得が145万円以上の65歳以上の方がいる世帯
　※ただし、この水準に該当しても、同一世帯内に65歳以上の方が１人の場合はその方の収入が383万円未満、
２人以上いる場合は収入合計額が520万円未満の世帯は、申請により37,200円になります。

今
回
の
調
査
の
特
徴
は
？

平成27年８月１日から
介護保険の費用負担が変わります

平成27年８月１日から
介護保険の費用負担が変わります


